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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第33期

第２四半期連結
累計期間 

第33期
第２四半期連結

会計期間 
第32期

会計期間 

自平成20年
10月１日 

至平成21年 
３月31日 

自平成21年
１月１日 

至平成21年 
３月31日 

自平成19年
10月１日 

至平成20年 
９月30日 

売上高（千円）  36,183,211  20,935,855  70,253,720

経常利益（千円）  2,093,859  2,278,290  2,646,430

四半期（当期）純利益（千円）  1,082,555  1,239,478  689,929

純資産額（千円）  －  16,594,963  16,441,145

総資産額（千円）  －  48,375,929  44,971,723

１株当たり純資産額（円）  －  1,552.26  1,509.63

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 100.69  115.94  63.35

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  －  34.3  36.6

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 2,841,898  －  2,106,206

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △337,771  －  △359,269

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △1,380,064 －  △1,479,059

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 －    1,890,084  797,876

従業員数（人）  －  2,609  2,550
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は（ ）内に当第２四半期連結会計期間の平均人数（８時間換

算）を外数で記載しております。 

２．臨時雇用者にはパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

３．臨時雇用者数が第１四半期連結会計期間末に比べ714名増加しました。これは引越事業の３月の需要集中に

対応する期中採用によるものです。  

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨

時雇用者数は（ ）内に当第２四半期会計期間の平均人数（８時間換算）を外数で記載しております。 

２．臨時雇用者にはパートタイマーの従業員を含み、派遣社員を除いております。 

３．臨時雇用者数が第１四半期連結会計期間末に比べ551名増加しました。これは引越事業の３月の需要集中に

対応する期中採用によるものです。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  （平成21年３月31日現在）

従業員数（人） 2,609  (3,658)

  （平成21年３月31日現在）

従業員数（人） 1,689  (3,019)
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(1）生産実績 

 引越サービスの提供が主要な事業であるため、記載を省略しております。 

(2）受注状況 

 引越サービスの提供が主要な事業であるため、記載を省略しております。 

(3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

（注）１.セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３.当社グループの中核事業である引越事業は、３月及び４月に需要が集中しております。このような要因

から、各四半期会計期間の業績に季節的変動があります。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行っておりません。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

構成比（％） 

引越事業（千円）  14,670,883  70.1

輸入車販売事業（千円）  668,919  3.2

国内物流事業（千円）  1,366,345  6.5

住宅関連事業（千円）  3,417,632  16.3

その他の事業（千円）  812,074  3.9

合計（千円）  20,935,855  100.0

２【経営上の重要な契約等】
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 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断した

ものであります。 

  

(１)業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国に端を発した金融危機の影響が世界的に広がり、急

激に景気後退へと推移しました。株価の下落、為替の急激な変動などによる企業収益の大幅な減少、雇用情勢

の急速な悪化、景気の先行き不透明感による個人消費の低迷など実体経済にも波及し、経済環境はさらに厳し

さを増しました。当社グループにおける主たる事業である引越業界におきましては、住宅着工・販売状況の低

迷等、依然として予断を許さない大変厳しい経営環境にあるものと認識しております。 

 このような状況のもと、当社グループは前連結会計年度に引き続き、中核である引越事業におきましては、

環境にやさしいリユース梱包資材「エコ楽ボックス」のサービス提供を積極的に行うなど、個人及び法人チャ

ンネルともに取扱件数の拡大によるシェアアップ戦略を推進することに加え、ダックブランドの収益改善に注

力いたしました。しかしながら、消費者の購買意欲の弱さから、市場動向はさらに悪化し、受注平均単価の下

落傾向が一段と強まるなど、一層厳しい状況で推移しました。また、国内物流、住宅関連等その他のセグメン

トにおきましては、堅実な利益確保に注力いたしましたが、輸入車販売事業におきましては、販売活動を強化

推進したものの、消費者の買い控え等により需要が大きく縮小し、販売台数が減少する等大変厳しい状況で推

移しました。 

 以上の結果から、当社グループの当第２四半期連結会計期間の売上高につきましては、20,935百万円と前年

同期間に比べ2,383百万円の減収(10.2%減)となりました。一方、経常利益につきましては、業務の効率化及び

徹底した経費削減の取り組みにより、2,278百万円と前年同期間に比べ505百万円の増益(28.5%増)となり、四半

期純利益につきましては、1,239百万円と前年同期間に比べ393百万円の増益(46.6%増)となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  

○引越事業 

 引越業界におきましては、各社が厳しい価格競争を続けておりますが、当社はＣＳ(顧客満足)を機軸におい

たうえで、「エコ楽ボックス」等社会環境の変化や顧客ニーズを先取りした新商品・新サービスの開発に努め

る姿勢に変化はありません。 

 当第２四半期連結会計期間におきましては、転勤引越が引き続き順調に拡大するとともに、取次チャンネル

において、賃貸仲介会社からの引越紹介を拡大するために、営業部門の要員増等、体制強化を進めてまいりま

した。 

 また、個人チャンネルでは、インターネット経由の受注をさらに強化するため、関東地区に加え、新たに関

西地区にも受付センターを配置し本格的に稼動しております。また、ダックブランドの拡大と収益確保のため

の体制整備も引き続き行ってまいりました。 

 しかしながら、取扱件数の拡大は実現したものの、受注平均単価の下落が影響したことにより、当第２四半

期連結会計期間の売上高につきましては、14,670百万円と前年同期間に比べ705百万円の減収(4.6%減)となりま

した。なお、営業利益につきましては、経費削減の効果により、2,258百万円と前年同期間に比べ269百万円の

増益(13.5%増)となりました。 

  

○輸入車販売事業 

 当第２四半期連結会計期間におきましては、販売の主力となる欧州車の取扱いにおいて、ユーロ安及び円高

を背景に、フェラーリ・ポルシェ等の希少性及び付加価値が高い車種の低価格による仕入れに注力したもの

の、依然として続く国内市場環境の低迷の影響を大きく受けたことにより、売上高につきましては、668百万円

と前年同期間に比べ1,024百万円の減収(60.5%減)となりました。また、営業損益につきましては、売上高の減

少の影響により、17百万円の営業損失(前年同期間は80百万円の営業利益)となりました。 

  

○国内物流事業 

 当第２四半期連結会計期間におきましては、家具等の輸送取扱量は堅調に推移したものの、家電輸送及びメ

ーカーの資材調達物流は、家電メーカー等の急速な製品減産の影響により、輸送取扱量が減少したことから、

売上高につきましては、1,366百万円と前年同期間に比べ60百万円の減収(4.2%減)となりました。なお、営業利

益につきましては、軽油価格下落による燃料費が減少したこと等により、272百万円と前年同期間に比べ85百万

円の増益(45.8%増)となりました。 

  

３【財政状態及び経営成績の分析】

2009/05/16 17:30:0008546375_第２四半期報告書_20090516172938



○住宅関連事業 

 当第２四半期連結会計期間におきましては、前連結会計年度に竣工したマンションの販売が引き続いて堅調

に推移したことに加え、３月には、大阪市内で大型の高層マンションが竣工しました。しかしながら、輸入注

文住宅の完成引き渡し物件が減少したこと等により、売上高につきましては、3,417百万円と前年同期間に比べ

460百万円の減収(11.9%減)となりました。また、営業利益につきましては、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」の適用による簿価の切り下げ額139百万円を売上原価に算入したことにより、203百万円と前年同期間に比

べ39百万円の減益(16.3%減)となりました。 

  

○その他の事業 

 当第２四半期連結会計期間におきましては、当連結会計年度より物販事業において販売内容を見直し、営業

品目を縮小したことから、売上高につきましては、812百万円と前年同期間に比べ132百万円の減収(14.1%減)と

なりました。なお、物販事業及び保育事業の収益改善効果が大幅に表れたことから、26百万円の営業利益(前年

同期間は206百万円の営業損失)となりました。 

  

なお、前年同期比につきましては、参考として記載しております。 

  

(２)財政状態の分析 

 当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末比3,404百万円増の48,375百万円となりました。

有利子負債は、前連結会計年度末比648百万円減の19,428百万円となりました。純資産は前連結会計年度末比

153百万円増の16,594百万円となり、自己資本比率は34.3％となりました。 

  

(資産) 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて15.0%増加し、27,006百万円となりました。これは、売上債権が

3,845百万円増加したこと等によるものであります。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて0.5%減少し、21,369百万円となりました。これは、のれんが76百

万円償却により減少したこと等によるものであります。 

 この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて7.6%増加し、48,375百万円となりました。 

  

(負債) 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて7.3%増加し、22,029百万円となりました。これは、仕入債務が

2,674百万円及び未払法人税等が729百万円それぞれ増加し、短期借入金及び１年内返済予定の長期借入金が

2,334百万円減少したこと等によるものであります。  

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて22.0%増加し、9,750百万円となりました。これは、長期借入金が

1,685百万円増加したこと等によるものであります。 

 この結果、負債は、前連結会計年度末に比べて11.4%増加し、31,780百万円となりました。 

  

(純資産) 

 純資産は、前連結会計年度末に比べて0.9%増加し、16,594百万円となりました。これは、主に四半期純利

益を1,082百万円計上した一方で、剰余金の配当を490百万円実施したこと及び自己株式を237百万円取得した

こと等によるものであります。 

  

(３)キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は1,890百万円となり、前四半期連結会計期

間末と比較して1,568百万円の減少となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当第２四半期連結会計期間における営業活動の結果得られた資金は、2,274百万円となりました。これは、主

に税金等調整前四半期純利益による収入2,380百万円等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当第２四半期連結会計期間における投資活動の結果使用した資金は、107百万円となりました。これは、主に

投資有価証券の取得による支出208百万円等によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当第２四半期連結会計期間における財務活動の結果使用した資金は、3,709百万円となりました。これは、主

に借入金の返済による支出3,705百万円等によるものであります。 
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(４)事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(５)研究開発活動 

 該当事項はありません。 

  

(６)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 第３四半期以降の当社グループを取り巻く経営環境は引き続き大変厳しく推移するものと予想され、当社グ

ループの業績にも少なからず影響が見込まれます。このような状況の中で、当第２四半期連結累計期間におけ

る業績は、当社の想定した業績予想の進捗と大きな乖離がないこと及び当社グループの中核である引越事業の

３月及び４月の需要集中状況がほぼ想定のとおりで推移したこと等から、経営戦略の現状と見通しにつきまし

ても、現在のところ重要な変更事項はありません。 

  

(７)資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループは、事業活動に必要な資金の流動性の維持と十分な確保を基本とし、運転資金の効率的な管理

により、事業活動における資本効率の最適化を目指しております。 

 資金は、金融機関からの借入を必要に応じて行うことで、流動性の確保及び財務体質の向上を図っておりま

す。また、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、1,890百万円であり、充分な運

転資金を保有していると判断しております。 

  

(８)経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループの経営陣は、現在の経営環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するように努

めております。当第２四半期報告書提出日現在における、当社グループの経営戦略及び今後の方針についての

認識は、「(６)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し」に記載のとおりでありま

す。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

①株式の総数 

②発行済株式 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  16,705,000

計  16,705,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月15日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  10,891,000  10,891,000

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

100株 

計  10,891,000  10,891,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年１月１日～ 

平成21年３月31日 
 －  10,891,000  －  2,228,570  －  2,510,990

2009/05/16 17:30:0008546375_第２四半期報告書_20090516172938



  

 （注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式数のうち、信託業務に係わる株式数は、260千株であり

ます。 

（５）【大株主の状況】

  平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

寺田 千代乃     奈良県生駒市   2,247  20.63

寺田 寿男 奈良県生駒市   1,543  14.17

寺田 政登  大阪市中央区   954  8.76

寺田 秀樹  奈良県生駒市   895  8.22

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内二丁目７－１   340  3.12

住友信託銀行株式会社  大阪市中央区北浜四丁目５－33   300  2.75

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社  
東京都中央区晴海一丁目８－11   260  2.39

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフ

シー リ ノーザン トラスト ガンジー ノン 

トリーティー クライアンツ 

（常任代理人 香港上海銀行 

 東京支店カストディ業務部）  

５０ ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ ＣＡＮＡＲＹ ＷＨＡＲＦ 

ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１４ ５ＮＴ，ＵＫ 

（東京都中央区日本橋三丁目11－１）  

 250  2.30

第一生命保険相互会社  東京都千代田区有楽町一丁目13－１   250  2.30

アートコーポレーション株式会

社  
大阪府大東市泉町二丁目14番11号   200  1.84

計 －  7,241  66.48
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①発行済株式 

  

②自己株式等 

  

当該四半期累計期間における月別最高・最低株価 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

  

（６）【議決権の状況】

  （平成21年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  200,100 － 単元株式数 100株 

完全議決権株式（その他） 普通株式  10,689,300  106,893 同上 

単元未満株式 普通株式  1,600 － － 

発行済株式総数  10,891,000 － － 

総株主の議決権 －  106,893 － 

  （平成21年３月31日現在）

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

アートコーポレーション 

株式会社 

大阪府大東市 

泉町二丁目14番11号 
 200,100  －  200,100  1.84

計 －  200,100  －  200,100  1.84

２【株価の推移】

月別 
平成20年 
10月 

11月 12月 
平成21年
１月 

２月 ３月

最高（円）  1,100  1,065  1,520  1,429  1,349  1,188

最低（円）  550  841  1,037  1,009  978  759

３【役員の状況】

役職の異動  

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 経理担当 常務取締役 経理部長 松藤 雅美 平成21年１月１日 

常務取締役 企画広報室長 常務取締役 企画広報担当 寺田 政登 平成21年２月１日 

常務取締役 経理部長 常務取締役 経理担当  松藤 雅美 平成21年４月１日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（平成21年１月１日から

平成21年３月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,890,084 797,876

受取手形及び売掛金 8,984,714 5,138,808

商品 647,634 591,577

販売用車輌 2,614,607 2,436,011

販売用不動産 2,760,903 3,088,763

未成工事支出金 508,405 665,664

不動産事業支出金 8,050,875 9,073,755

仕掛品 14,488 20,935

その他 1,666,837 1,787,505

貸倒引当金 △131,676 △107,683

流動資産合計 27,006,875 23,493,215

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,611,385 4,583,751

土地 8,880,187 8,880,187

その他（純額） 1,287,408 1,321,110

有形固定資産合計 ※1  14,778,981 ※1  14,785,050

無形固定資産   

のれん 504,882 580,978

その他 343,698 382,966

無形固定資産合計 848,580 963,944

投資その他の資産 ※1, ※2  5,741,491 ※1, ※2  5,729,514

固定資産合計 21,369,054 21,478,508

資産合計 48,375,929 44,971,723

2009/05/16 17:30:0008546375_第２四半期報告書_20090516172938



（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 5,843,153 3,168,990

短期借入金 6,000,000 9,000,000

1年内返済予定の長期借入金 4,890,200 4,225,000

未払法人税等 980,025 250,288

賞与引当金 571,069 523,277

役員賞与引当金 48,250 6,500

完成工事補償引当金 1,409 2,407

その他 3,695,862 3,359,394

流動負債合計 22,029,970 20,535,857

固定負債   

長期借入金 8,537,800 6,851,900

退職給付引当金 59,699 55,657

役員退職慰労引当金 945,262 928,402

その他 208,234 158,760

固定負債合計 9,750,995 7,994,721

負債合計 31,780,966 28,530,578

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,228,570 2,228,570

資本剰余金 2,510,990 2,510,990

利益剰余金 12,356,325 11,763,856

自己株式 △237,673 △410

株主資本合計 16,858,211 16,503,005

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △229,384 △61,030

繰延ヘッジ損益 △10,259 2,889

為替換算調整勘定 △23,604 △3,719

評価・換算差額等合計 △263,248 △61,860

純資産合計 16,594,963 16,441,145

負債純資産合計 48,375,929 44,971,723
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成21年３月31日) 

売上高 36,183,211

売上原価 26,476,868

売上総利益 9,706,342

販売費及び一般管理費 ※1  7,560,887

営業利益 2,145,455

営業外収益  

受取利息 4,971

受取配当金 5,100

投資有価証券売却益 2,628

受取賃貸料 28,126

過年度通信費返還金 41,460

その他 66,627

営業外収益合計 148,915

営業外費用  

支払利息 133,201

賃貸収入原価 12,300

その他 55,009

営業外費用合計 200,511

経常利益 2,093,859

特別利益  

固定資産売却益 6,104

特別利益合計 6,104

特別損失  

固定資産売却損 1,643

固定資産除却損 10,433

投資有価証券評価損 66,470

特別損失合計 78,547

税金等調整前四半期純利益 2,021,415

法人税等 ※2  938,859

四半期純利益 1,082,555
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年１月１日 

 至 平成21年３月31日) 

売上高 20,935,855

売上原価 14,768,442

売上総利益 6,167,412

販売費及び一般管理費 ※1  3,845,356

営業利益 2,322,055

営業外収益  

受取利息 2,522

受取配当金 875

投資有価証券売却益 2,628

受取賃貸料 14,119

その他 38,158

営業外収益合計 58,304

営業外費用  

支払利息 67,020

賃貸収入原価 6,684

その他 28,365

営業外費用合計 102,069

経常利益 2,278,290

特別利益  

固定資産売却益 1,924

投資有価証券評価損戻入益 106,062

特別利益合計 107,987

特別損失  

固定資産売却損 1,374

固定資産除却損 4,852

特別損失合計 6,226

税金等調整前四半期純利益 2,380,050

法人税等 ※2  1,140,571

四半期純利益 1,239,478
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 2,021,415

減価償却費 439,237

のれん償却額 76,095

賃貸収入原価 3,757

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17,970

退職給付引当金の増減額（△は減少） 4,041

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 16,860

賞与引当金の増減額（△は減少） 47,792

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 41,750

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △997

受取利息及び受取配当金 △10,071

支払利息 133,201

投資不動産売却損益(△は益) △1,960

投資有価証券売却損益（△は益） △2,628

投資有価証券評価損益（△は益） 66,470

固定資産除売却損益（△は益） 5,973

売上債権の増減額（△は増加） △3,847,052

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,281,859

その他の流動資産の増減額（△は増加） 28,611

仕入債務の増減額（△は減少） 2,602,344

その他の流動負債の増減額（△は減少） 223,464

未払消費税等の増減額（△は減少） 25,872

その他 9,408

小計 3,183,416

利息及び配当金の受取額 10,082

利息の支払額 △132,813

法人税等の支払額 △218,787

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,841,898

投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の取得による支出 △258,569

投資有価証券の売却による収入 65,754

有形固定資産の取得による支出 △180,166

有形固定資産の売却による収入 20,245

無形固定資産の取得による支出 △10,830

投資不動産の売却による収入 26,358

貸付けによる支出 △20,502

貸付金の回収による収入 37,251

その他 △17,312

投資活動によるキャッシュ・フロー △337,771

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △3,000,000

長期借入れによる収入 5,000,000

長期借入金の返済による支出 △2,648,900

自己株式の取得による支出 △237,263

リース債務の返済による支出 △3,814

配当金の支払額 △490,087

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,380,064
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（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成21年３月31日) 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △31,853

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,092,208

現金及び現金同等物の期首残高 797,876

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,890,084
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

会計処理基準に関する事項の

変更 

（1）「棚卸資産の評価に関する会計基

準」の適用 

 商品については従来移動平均法に

よる原価法によっておりましたが、

第１四半期連結会計期間より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第９号 平成18年７月５

日）が適用されたことに伴い、移動

平均法による原価法（貸借対照表価

額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）により算定して

おります。 

 また、販売用車輌、販売用不動

産、未成工事支出金、不動産事業支

出金及び仕掛品につきましても従来

個別法による原価法によっておりま

したが、同様の理由により個別法に

よる原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法）により算定しておりま

す。 

 これにより、当第２四半期連結累

計期間の売上総利益、営業利益、経

常利益及び税金等調整前四半期純利

益は、それぞれ238,797千円減少して

おります。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

  （2）「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱

い」の適用 

 第１四半期連結会計期間より、

「連結財務諸表作成における在外子

会社の会計処理に関する当面の取扱

い」(実務対応報告第18号 平成18年

５月17日)を適用しております。これ

による損益に与える影響はありませ

ん。 

 なお、セグメント情報に与える影

響はありません。 
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当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

  （3）「リース取引に関する会計基準」等

の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、従来、賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によ

っておりましたが、「リース取引に

関する会計基準」（企業会計基準第

13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第16号（平成６年１月

18日（日本公認会計士協会 会計制度

委員会）、平成19年３月30日改

正））が平成20年４月１日以後開始

する連結会計年度に係る四半期連結

財務諸表から適用することができる

ことになったことに伴い、第１四半

期連結会計期間からこれらの会計基

準を適用し、通常の売買取引に係る

会計処理によっております。 

 また、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリース資産の

減価償却の方法については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が適用初年

度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理を引き続き採用しております。 

 これによる損益に与える影響は軽

微であります。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は軽微であります。 
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法 

 当第２四半期会計期間末の貸倒実績率が

前連結会計年度末に算定したものと著しい

変化がないと認められるため、前連結会計

年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積

高を算定しております。 

  

２．棚卸資産の評価方法  当第２四半期連結会計期間末の棚卸高の

算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連

結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合

理的な方法により算定する方法によってお

ります。 

  

３．固定資産の減価償却費の

算定方法 

 定率法を採用している資産については、

連結会計年度に係る減価償却費の額を期間

按分して算定する方法によっております。

  

４．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい

変化がないと認められるので、前連結会計

年度において使用した将来の業績予測やタ

ックス・プランニングを利用する方法によ

っております。 

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結

会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益

に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年９月30日） 

※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 

有形固定資産 9,912,979千円

投資その他の資産 

（投資不動産） 

   28,493千円

有形固定資産 9,717,245千円

投資その他の資産 

（投資不動産） 

26,481千円

    

※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※２．資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額  

投資その他の資産 1,141,777千円 投資その他の資産 1,147,799千円

    

 ３．当社は資金調達の効率化を図るため、取引銀行８行

と当座貸越契約を締結しております。これら契約に

基づく当第２四半期連結会計期間末の借入未実行残

高は次のとおりであります。  

 ３．当社は資金調達の効率化を図るため、取引銀行９行

と当座貸越契約を締結しております。これら契約に

基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。  

当座貸越極度額 10,400,000千円

借入実行残高 6,000,000千円

差引額 4,400,000千円

当座貸越極度額 12,900,000千円

借入実行残高 9,000,000千円

差引額 3,900,000千円
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当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年９月30日） 

 ４．偶発債務 

係争事件 

 ４．偶発債務 

係争事件  

①㈱第一エージェンシーからの訴訟事件 

 平成20年６月27日付で㈱第一エージェンシー（広

告業者）から225,750千円の未払金請求訴訟を提起

されております。 

 同社は、当社が広告出稿の委託を行った委託先か

ら同業務の再委託を受け、広告を実施したにも関わ

らず委託先が支払わないため、当社にその代金の支

払を求めてきたものであります。その後、同社は、

委託・再委託及び広告実施の事実はなく、上記の委

託先ではない別の広告業者への融資を行ったもので

あり、当社がそれについて支払保証をしていたと主

張を変え、平成21年２月27日付で請求額を224,290

千円に減縮しております。 

 また、平成21年３月６日付で同社から149,625千

円の立替金返還請求訴訟を追加提起されておりま

す。 

 当社は、当社が支払保証をしたことはなく、ま

た、当社が他の広告業者に債務を負担していて、そ

の立替払いを第一エージェンシーに委託したことは

ないため、当社への請求に理由はないものと判断し

ております。 

①㈱第一エージェンシーからの訴訟事件 

 平成20年６月27日付で㈱第一エージェンシー（広

告業者）から225,750千円の未払金請求訴訟を提起

されております。 

 同社は、当社が広告出稿の委託を行った委託先か

ら同業務の再委託を受け、広告を実施したにも関わ

らず委託先が支払わないため、当社にその代金の支

払を求めてきたものであります。その後、同社は、

委託・再委託及び広告実施の事実はなく、上記の委

託先ではない別の広告業者への融資を行ったもので

あり、当社がそれについて支払保証をしていたと主

張を変えております。 

 当社は、同社が主張する融資の主張・立証がなさ

れておらず、また、当社の支払保証行為も存在しな

いため、当社への請求に理由はないものと判断して

おります。 

②㈱大広からの訴訟事件 

 平成20年８月28日付で㈱大広（広告業者）から

1,177,227千円の広告代金等請求訴訟を提起されて

おります。 

 同社は、当社の平成19年11月から平成20年３月ま

での広告出稿について、他の広告業者から、広告業

者間の「まわし」取引への参加を要請されて引き受

け、その結果、当社に対して広告代金の支払を求め

てきたものであります。 

 なお、同社によると「まわし」取引とは、広告主

と媒体社との広告取引ルートに再取次という形態で

複数の広告業者が介在する広告業界の取引習慣であ

るとの主張であります。 

 当社は、広告業者に「まわし」取引に関する権限

を与えたことはなく、また、同社が主張する広告出

稿について、広告料金は全額他の広告業者にすでに

支払済みであります。「まわし」取引に関する請求

は、広告業者間で決済すべき問題であり、当社への

請求に理由はないものと判断しております。  

②㈱大広からの訴訟事件 

 同左 

  

③㈱東急エージエンシーからの訴訟事件 

 平成20年10月28日付で㈱東急エージエンシー（広

告業者）から1,227,061千円の委託代金等請求訴訟

を提起されております。 

 同社は、当社が当社及び当社子会社の広告出稿を

委託した別の広告業者に対して支払うべき広告料の

立替払いを当社から委任され、立替払いをしたが、

当社が立替払金を支払わない、また、当社から広告

出稿を委託されたが、当社が広告料を支払わないと

して、その支払を求めてきたものであります。 

 当社は、広告出稿を委託した広告業者には広告料

を全額支払っており、同社に立替払いを委任したこ

とはなく、また、同社が主張する同社への広告出稿

を委託したこともありません。したがって、これら

の請求は広告業者間で決済すべき問題であり、当社

への請求に理由はないものと判断しております。  

―――――――――――――――――― 
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（四半期連結損益計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費 1,339,754 千円

貸倒引当金繰入額 45,817 千円

給料及び賞与 2,183,379 千円

賞与引当金繰入額 229,997 千円

役員賞与引当金繰入額  48,250 千円

退職給付費用 63,700 千円

役員退職慰労引当金繰入額 18,235 千円

  

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 

  

 ３．当社グループの中核事業である引越事業は、３月及

び４月に需要が集中しております。このような要因

から、売上高を四半期別に見ますと、第２四半期、

第３四半期、第４四半期、第１四半期という順にな

っており、第２四半期、第３四半期の動向が連結会

計年度全体の売上、利益に与える影響は、大きいも

のとなっております。 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

広告宣伝費 642,691 千円

貸倒引当金繰入額 39,929 千円

給料及び賞与 1,148,313 千円

賞与引当金繰入額 109,850 千円

役員賞与引当金繰入額  24,125 千円

退職給付費用 29,254 千円

役員退職慰労引当金繰入額 9,117 千円

  

※２．法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。 

  

 ３．当社グループの中核事業である引越事業は、３月及

び４月に需要が集中しております。このような要因

から、売上高を四半期別に見ますと、第２四半期、

第３四半期、第４四半期、第１四半期という順にな

っており、第２四半期、第３四半期の動向が連結会

計年度全体の売上、利益に与える影響は、大きいも

のとなっております。 

2009/05/16 17:30:0008546375_第２四半期報告書_20090516172938



  

当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成20年10月１日 至

平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式      10,891,000株  

  

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式       200,177株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 該当する事項はありません。 

  

４．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間  

末後となるもの 

該当事項はありません。  

  

５．株主資本の金額の著しい変動 

 当第２四半期連結会計期間末における自己株式の残高は、前連結会計年度末より237,263千円増加し、

237,673千円となっております。これは、平成20年11月14日開催の取締役会の決議に基づき、東京証券取引

所における市場買付により当社普通株式200,000株を取得したことによるものであります。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘定の金

額は一致しております。 

（株主資本等関係）

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年12月22日 

定時株主総会 
普通株式  490,087  45 平成20年９月30日 平成20年12月24日 利益剰余金 
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当第２四半期連結会計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年10月１日 至 平成21年３月31日） 

注）１．事業区分の方法は、内部管理上採用している区分に、当企業集団における収益の重要性を加味したものを基準と

しております。 

    ２．各事業区分に属する主要な内容は次のとおりであります。 

    ３．会計処理の方法の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当社及び国内連結子会

社は、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月

５日）が適用されたことに伴い、貸借対照表価額について収益性の低下に基づく簿価切下げ額238,797千円を売

上原価に算入しております。この変更に伴い、当第２四半期累計期間の営業利益は、引越事業で5,512千円、住

宅関連事業で157,771千円、それぞれ減少し、輸入車販売事業で75,514千円営業損失が増加しております。 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
引越事業 
（千円） 

輸入車販売
事業(千円) 

国内物流事業
（千円） 

住宅関連事業
（千円)  

その他の事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                                           

(1）外部顧客に対する売上高  14,670,883 668,919 1,366,345 3,417,632 812,074  20,935,855  － 20,935,855

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 51,190 126,489 1,131,949 4,404 702,355  2,016,389  △2,016,389 －

計  14,722,074 795,408 2,498,295 3,422,036 1,514,429  22,952,244  △2,016,389 20,935,855

営業利益又は営業損失(△)  2,258,219 △17,862 272,447 203,155 26,751  2,742,711  △420,655 2,322,055

  
引越事業 
（千円） 

輸入車販売
事業(千円) 

国内物流事業
（千円） 

住宅関連事業
（千円)  

その他の事業
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                                       

(1）外部顧客に対する売上高  24,379,679 1,291,742 2,989,346 5,654,414 1,868,028  36,183,211  － 36,183,211

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 92,161 220,576 1,620,602 23,666 1,540,323  3,497,331  △3,497,331 －

計  24,471,840 1,512,319 4,609,949 5,678,081 3,408,352  39,680,543  △3,497,331 36,183,211

営業利益又は営業損失(△)  2,537,952 △109,811 395,394 112,940 96,407  3,032,883  △887,428 2,145,455

事業区分 
内部管理上採用している

区分 
主な内容

引越事業 引越事業 引越及びそれに付帯する各種役務の提供に関する事業 

輸入車販売事業 輸入車販売事業 自動車の輸入販売及び車輌のメンテナンスに関する事業 

国内物流事業 国内物流事業 国内におけるトラック輸送に関する事業 

住宅関連事業 住宅関連事業 住宅の施工・改装等に関する事業 

その他の事業 物販事業 ギフト商品、家電製品の小売に関する事業 

  ライフサポート事業 保育園運営並びに各種家事支援サービス 
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当第２四半期連結会計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成20年10月１日 至 平成21年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成20年10月１日 至 平成21年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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 当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日） 

 当社グループが保有する有価証券は、事業の運営において重要なものとはなっていないため、該当事項はあり

ません。 

  

 当第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日） 

 当社の行っているデリバティブ取引はすべてヘッジ会計が適用されているため、記載の対象から除いておりま

す。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

 １．１株当たり純資産額 

 ２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日） 

 リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて会計処理を行っております。なお、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないた

め、記載を省略しております。 

  

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年９月30日） 

１株当たり純資産額 1,552.26円 １株当たり純資産額 1,509.63円

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成20年10月１日 

  至 平成21年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年１月１日 

  至 平成21年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 100.69円 １株当たり四半期純利益金額 115.94円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成21年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年３月31日） 

四半期純利益（千円）  1,082,555  1,239,478

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）   1,082,555  1,239,478

期中平均株式数（株）  10,751,307  10,690,823

（重要な後発事象）

（リース取引関係）
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(1）決算日後の状況 

 特記事項はありません。 

(2）訴訟 

「１ 四半期連結財務諸表 四半期連結貸借対照表関係の注記 ５．偶発債務」に記載のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

２【その他】

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年５月14日

アートコーポレーション株式会社 

取締役会 御中 

仰 星 監 査 法 人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 新田 泰生  印 

  業務執行社員   公認会計士 洪  誠悟  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアートコーポレ

ーション株式会社の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年１

月１日から平成21年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アートコーポレーション株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。 

追記情報 

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会

計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。 

２．注記事項（四半期連結貸借対照表関係）に記載されているとおり、会社は広告業者３社から訴訟を提起されている。

  

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

   ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 

2009/05/16 17:30:0008546375_第２四半期報告書_20090516172938


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】
	３【関係会社の状況】
	４【従業員の状況】 

	第２【事業の状況】
	１【生産、受注及び販売の状況】
	２【経営上の重要な契約等】
	３【財政状態及び経営成績の分析】

	第３【設備の状況】
	第４【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	（３）【ライツプランの内容】
	（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（５）【大株主の状況】 
	（６）【議決権の状況】 

	２【株価の推移】
	３【役員の状況】

	第５【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】 
	（１）【四半期連結貸借対照表】 
	（２）【四半期連結損益計算書】 
	（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書

	NextPage0_3-2009/05/15 16:35:530932468: - 1 -
	NextPage0_4-2009/05/15 16:35:535776404: - 2 -
	NextPage0_5-2009/05/15 16:35:535932660: - 3 -
	NextPage0_6-2009/05/15 16:35:536088916: - 4 -
	NextPage0_7-2009/05/15 16:35:536401428: - 5 -
	NextPage0_8-2009/05/15 16:35:536557684: - 6 -
	NextPage0_9-2009/05/15 16:35:536713940: - 7 -
	NextPage0_10-2009/05/15 16:35:537026452: - 8 -
	NextPage0_11-2009/05/15 16:35:537182708: - 9 -
	NextPage0_12-2009/05/15 16:35:537338964: - 10 -
	NextPage0_13-2009/05/15 16:35:537651476: - 11 -
	NextPage0_14-2009/05/15 16:35:537807732: - 12 -
	NextPage0_15-2009/05/15 16:35:537963988: - 13 -
	NextPage0_16-2009/05/15 16:35:538120244: - 14 -
	NextPage0_17-2009/05/15 16:35:538432756: - 15 -
	NextPage0_18-2009/05/15 16:35:538589012: - 16 -
	NextPage0_19-2009/05/15 16:35:538745268: - 17 -
	NextPage0_20-2009/05/15 16:35:539057780: - 18 -
	NextPage0_21-2009/05/15 16:35:539214036: - 19 -
	NextPage0_22-2009/05/15 16:35:539370292: - 20 -
	NextPage0_23-2009/05/15 16:35:539682804: - 21 -
	NextPage0_24-2009/05/15 16:35:539995316: - 22 -
	NextPage0_25-2009/05/15 16:35:540151572: - 23 -
	NextPage0_26-2009/05/15 16:35:540307828: - 24 -
	NextPage0_27-2009/05/15 16:35:540620340: - 25 -
	NextPage0_28-2009/05/15 16:35:540776596: - 26 -
	NextPage0_29-2009/05/15 16:35:540932852: - 27 -


